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寺谷武明

f横浜市立大学〉

周知のどとしわが国経済の高度成長にともすって、予想以上に貿易量が増大し、

港湾取り扱い貨物量は、いちじるし〈増加した。昭和3s年K生じた異常念船どみは

解消したものの、滞船i滞貨はいまや慢性化してなb、円滑走経済成長を阻害するbそ

れを生じてきた。それにつれて、「港湾問題」が、近年ジャーナリズムを賑わすよう

K在ったが、まだ一般人の「港湾JVLついての認識はとほしし学界tてあっても、

「港湾問題」は、交通論 ・海運論の一隅Kとどめなかれ、「港湾」を正面から体系的

κ、学問的に取り扱った文献は、きわめてとほしいのが現状である。

かLる時、神戸大学経済経営研究所の交通 ・海事経済研究スタッフの共同成果とし

て、港湾作業のうち、もっとも把握しKくい港湾荷役を神戸港にないて実証的κ分析

された本書が公刊されたととは、「港湾問題JVL関心をもつものκ、大き左刺戟を与

ぇ、まととに意義深いものがある。

執筆分担は下記のとがbである。

第 1章総説 柴田銀次郎

第2主主神戸港の治岸荷役 山本泰督

第3章神戸港の船内荷役 佐々木誠治

第4章神戸港の鮮回漕 秋山 直E

補論 佐々木誠治

海運業と港湾荷役

E 海上輸送Vζなけるター ミナル ・コ スト問題

札上のどとし本論4章266頁と補論 288頁、計!)!) 4頁から成る。各章毎κ、

内容を要約、紹介したいと思う。

〔第 1章 〕

港湾荷役作業は、常K貿易の軌道の上にないて行われる。売買契約の成立した商

品を婚の中にスれえときから船舶亡積込みを終るまで、または蜘帥靖穆し?ザチを砂十てか以園駅し
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た貨伽:関税区域V明るまで叫乍業一切を含んでいる。荷役業、回1曹業、乙イ中、お岸荷役業、
はしけ業、港湾軍き業、船内荷役業、荷直し業等が、と Lでいう港湾荷役であり、貿易

業者は、 ζれらの作業を一手で引受ける元請業樹亡、ー切の荷役を委任すみl)，ol普通である。

荷役元請業者の収入は、荷主または船会社が港費もしくは港湾荷役費として、その

商品価格もし〈は、運賃に計上される金額であり、元請業者は一部は自己の作業力を

使って、請負事業を果たし、一部は一定のマージンを取ってとれを下請業者K請負わ

せ、下請業者はさらにとの中から労賃、荷役器具等の使用料、その他のコストを差引いて

マージンを得る。

港湾労働は、内容・重量・形態が極端K不同念貨物を取扱うから機械化Kも限度が

あり、多数の労働者を必要としている。神戸港では、一日の労働量に約2万人、常用

労働渚は 1万2千人、日雇労働j者 8千人を使用している。内訳は、船内荷役6，f) 0 0 

人、治岸荷役5，f) 0 0人、その他労働7，f) 0 0人である。

業者は、作業の繁闘に応じて増減しうる日雇労働者Kより、港湾労働の需要を充足

し、経営上の利益を得ている。とれらの臼蔑労働者が、実際は業者からの指名により、

長期化、常備化する者が多数である。しかも、彼等は、強力な組織力をもたないので、

労働需要の波動性をととどと〈しわょせされる、という幣害を生ずる。と ~VC、日雇

労像情の常備化が問題κ走る。

神戸港の荷役量は、年間 1，00 0万トンをとえ、輸出では雑貨、繊維が主要君子もの
であり、との 2穏類で、船積貨物総量の半分を占めている。輸入では農産物、穀物が

重要である。

荷役料は、業者聞の協定による基本料率と複雑念割増料率左どの諸条件Kよって、

荷役元請業者が、荷主または、船会社から徴収するが、貨物の種類、荷造h 荷役作

業の種類 ・内容・難易左どKょb、多種多様であb、かつ料率の改訂がしばしば行わ

れるため、荷役量の実状を把短しがたい。それゆえ、類型的傾向を把握するには、貨

物の種類を神戸港としてもっとも典型的で、かっ捕捉しやすい品目K限定して推論せ

ねば念らぬ。

そこで、神戸港のもっとも重要念船積貨物は雑貨と繊維製品であ払陸揚貨物は食

料品、ととに穀物であるから、とれらの価格を荷役費左いし港費と対比して、その負

担力を検討する。

神戸の典型的左某商社よ b実際資料を求めた関係上、多年一貫して多〈取扱い、か

つ品質がもっとも単純で、価格も平均に近い品種をえらんだ。すなわち雑貨はイース

ター・バスケット、竹製のすだれと熊手、履物であb、繊維製品としては、綿布のう
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ち、白綿ポプリンである。輸入貨物κついては、玉萄黍、大豆、小麦を選び、主菱商
社から資料をもとめた。
輸出入貨物の原価にたいする港費の割合をみるに、一貫荷役料が比較的差が少ない関
係上、原価の高低によって、一般荷役料の割合にいちじるしい差異を生じている。

価格の高いものほど負担能力があh 綿ポプリンでは、荷役料は 0.3%台Kすぎぬ
が、原価のもっとも安いイースタ ー・パスケッ トでは、 9%から10%近い。しかも、

荷役費のもっとも高率なイ ースター・ パスケッ トですら、そのほかに原価の 70 係を

とえる運賃を支払って、なた毎年莫大念数量が海外に輸出されているのでるる。それ

ゆえ、たんに、諸掛bの大小をもって、負担能力を論ずるのは認識不足といわれるべ

きである。輸出業者から見ると、原価は景気K左右されるとしても、諸掛1)1'設定して

いるにし〈は左〈、原価Kたいする割合よ bは運賃、港費の諸掛りが急激に上昇しな

い方が望ましいn たとえば、荷役費は、運賃にくらべれば、はるかに軽微な支出であ

るが1、とれが急激K増加するととは、取引基準を揺がす。一方、荷役業は、景気や労

賃の上昇Kよれ荷役料を賃上げをせねば経営が困難となる問題をかLえ、港湾経済

の上からは軽視でき念いのである。

〔第 2章 〕

神戸港の治岸荷役専業者は、企業規模が零細であれ元請業者の下K系列化され、

多〈は大業者の荷役量変動K伴う危険の調節弁と しての機能を果す。 日傭は4O%~ 

!'i0%ときわめて高い。とうして、多数の零細企業と多数の日雇労働者の存在が、封

建的な人間関係とあいまって、荷役業の系列、下請関係、を形成し、下への慢性転化を

容易Kしている。神戸港の港運業の波動性は、交通業のー紋的性格より生ずるほかV亡、

港運業をめぐる社会経済的環境によってはげしく在っている。

治岸荷役の機械化も、近年顕著であるが、荷役業の日本的特質が阻害因として働い

ている。それは荷役機械設備の購入、保有は、従来の日雇労務者への強度の依存、あ

るいは、下請業者の利用Kよって、回避してきた作業量変動の企業危険を、直接K当

該業者に負担せしめるゆえ、当該企業が恒常的κ確保しうる最低荷役量κ見合った機

械設備にすぎず、一定の限界がある。それを上廻る荷役作業は、依然として、日雇労

働者、または下請依存κなろう。また零細業者は資金の面からも、荷役機械の保有が

す Lむととは期待しにくい。したがって、との方からも、労務請負業的性格を強める。

現行の荷役料金の認可の基礎となったお岸荷役作業の原価計算を、雑貨はしけ揚積

Kついて示すと、原価1!'i 2円 70銭C作業費114円97銭+一般管理費37円

7 3銭〉利潤9円 7!'i銭、トン当b原価162円4!'i銭である。治岸荷役料の原価が
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以上のどときでも、現実の荷役料金の収受状態は、公示料金ど会b収受されているか
疑問である。それは治岸荷役業界の機構が、巨大左一貫元請業者とその系列下κある
大手下請業者が存在し、他方多数の海運貨物取扱業者の濫立と、その下請関係にある

多数の零細治岸荷役業者の存在があり、系列関係κよる圧力、過当競争等が、料金低
下へ導くからである。業態が機構的に料金引下げの可能性を含んでいるのである。

〔第る章〕

神戸港Kがける船内荷役は、海運会社→元言脊→ 第一次下請の段階的委託、ンステ

ムを通じて遂行される。そして現実の船内荷役は、第一次下請が雇傭する船内荷役労

働者によって遂行される。神戸港船内荷役労働請の最重要の問題点は、二つである。

1.就労がはなはだしく変動的であるの 2 日雇労働躍依存性の大きい点である。

日雇依存率は、90%にたついお岸荷役労働は!'i0%以下、その他荷役労働では

20 '"以下であるζ とL対照的である。

現行の船内荷役料の原価計算資料により、船内荷役費の雑貨1トン単価1s 7円

87銭、利潤をのぞいた総原価1!'i 7円 80銭、とのうち作業費原価11 8円 23銭の

数字が算定されている。

〔第 4章〕

わが国のどとし接岸荷役が少左〈、沖荷役が多い港湾では、鮮は港湾運送で重要

在地位を占め、神戸港もその例外ではない。静回i曹は船内荷役業とは反対K専業独立

業者が多〈、勢力も旺盛である。

捌合夫の場合、日雇労働請は通常見うけられ左い。鮮船夫は、昼夜を分たず、鮮を

守払貨物を保護する責任を有するからであ払鮮所有業者κ直傭されている。その

ため船内労務者、お岸荷役労務者K比すと、きわめて安定的である。

自字国i曹業者は、資本構成・労働者構成からみて、零細企業が多〈、個人企業的色彩

が波厚であb、大会社の下請となるが、兼業、多角経営Vとよ り景気変動Vとともなう荷

動き量に適応している。長期、短期傭船の場合でも、系列化が定まっている。しかし、

需要の増減による変動はさけられず、経営も不安定で、資本蓄積は不十分である。

神戸港の鮮船夫の供給源は、広島、呑川、兵庫、岡山県出身者K限定され、陸上の

どとし雇傭人員の急激念増減現象を示さず、補充は大量を要しない。

鮮回i曹料の原価言樽を雑貨について、考察すると、運航原価トン当 926 9円 46 

銭、(運航費総額216円68銭+一般管理費!'i2円 78銭 )VC、刺潤6%を加え、

1トン当9286円66銭が最終原価となる。
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雑貨の輸出貨物の沖荷役と本船直積の場合を比較すると、開:e]t曹料は沖荷役のコス

トの約30%を占め、両者の差額の主たるものとなっている。

むすびとして、沖懸b荷役に大きく依存するため、荷役能率の庄問、労期=足加叶ま鮮

不脂て帰せげlるから荷役能率改善のための諸施設の充実とともに、鮮に対する港湾施設

吃改普・が必要である。さらに、労働力確保の手段が望まれる。従来、水上の労働条件

と生活の劣悪さが指摘され念がら、本質的K改善されてい念い。そのため、鮮船夫希

望者は少な〈、他産業へ流出するのを免れず、新規補充も困難K念る傾向にある。

〔補論〕

(1) 昭和36年、本邦主要港で問題化した港湾マヒ=鉛混みに対する海運業者の対

芯の仕方は、いえって消極的、傍観的であった。との問題を熱心Kとbあげ、政府を

動かす原動力と念ったのは、海運業者、港湾業者でなれ一般財界、と (VC主要都市

の商工会議所であった。それKは、それな bの理由もあるが、海運業者は、海上輸送

の実質上の主役として、みずからの船舶運航能率向上のため、本問題にもっと積極的

K取bくみ、接涯ずる必要がある。

on 理論的、 d実際的に、港湾荷役作業を抜きにして、海運活動は考えられず、港湾マ

ヒ現象を機として、ターミナノレ・コストぐ港に必ける船舶の直接的積卸作業の費用〉

の重要意義に着目したい。

ターミナル・コストの大部分は、港湾運送業事業者がいとなむ、ターミナノレ作業κ

対する代価である。

海上輸送κなけるふたつの段階、ナ~わち船舶の海上航行と港VCi.'けるターミナル

作業を前提とし、前者κ海上運賃、後者に港湾作業料金が対応するものとすれば、元

請一貫料金K船内荷役料金額を加算したものが、積出港のターミナル・コストである。

神戸港の雑貨1トγのターミナル・コストは、沖荷役 1.800円、接岸荷役l，!'i∞
円と念る。神戸港の代表的輸出雑貨の運賃と積出しターミナル・コストの割合を見る

ふサンフ弓ンシスコ扱いについて、高運賃の綿織物で 14.2%、最低の敷物で24.7

%、もっとも比較K適する運動靴で 20%という高比率である。もって港湾ターミナ

ル・コストの重要性を知bうる。

xx xx xxx xx xx 
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きて、以上の内容でわかるどとしわが国でもっとも典型的念国際港である持戸港

を舞台κ、港湾荷役作業を、治岸荷役、船内荷役、静回i曹の三過程Kわたト総合的

κ、それぞれの荷役業の特徴Kふれ左がら、分析し、神戸港を通じて、わが国の港湾

荷役業の実態、ならびK問題点を明らかにしたととは、学界Kとって、きわめて益す

るととろが多い。本文中K見られる幾多の付表、統計表、左らびに原価計算例や、料

金表は、との種資料が、一般人κは入手しがたいだけに貴重である。

とのような研究が、ひと b神戸港のみ念らず、東京・横浜・名古屋・関門等その他

主要港で行われ、総合化・体系化されるならば、わが国の若い「港湾学」の発展は、

期して待つべきものがあるであろう。




